
＜お問い合わせ先＞ 

【1.（旅行業者）に関して】 観光庁旅行振興担当参事官室  新倉、松浦、稲田 

代表：03-5253-8111（内線 27337）  直通：03-5253-8329  FAX：03-5253-1585 

【1.（バス事業者）及び 2.に関して】 自動車局旅客課  高橋、石毛、能勢、池澤 

代表：03-5253-8111（内線 41224、41273）  直通：03-5253-8568  FAX：03-5253-1636 

  
 

 

平成３１年３月２９日 

観 光 庁 

自 動 車 局 
 

貸切バス事業者が適正な運賃を収受できるよう 

旅行業者との手数料等に係る取引対策を強化します。 

～安心・安全なバスツアーの実現に向けて～ 

 
 

 

 

 

 

平成 28 年１月に発生した軽井沢スキーバス事故を受け、「総合的な対策」の一環として、旅行業

界・バス業界が共同して「貸切バスツアー適正取引推進委員会」（第三者委員会）を設置し、旅行業

者等と貸切バス事業者との間における手数料等の取引の適正化に向けた自主的な取組が進められ

ています。 
 
一方で、同バス事故からおよそ３年が経過したことを受け、同バス事故を風化させず、旅行業界・

バス業界における適正な取引環境を確実に実現していくため、両業界における自主的な取組に加え、

国土交通省としても実質的な下限割れ運賃の防止に向けて、以下のとおり、調査等の積極的な実施

や手数料等の記載の義務化に取り組んでいきます。 

 

１．手数料等にかかる調査体制の強化 

手数料等により貸切バス事業者の安全コストが阻害されている疑いがある場合は、国土交通

省としても、第三者委員会と連携のうえ、バス事業者及び旅行業者に対する調査等を積極的に実

施。 

 

２．手数料等取引の明確化 

・貸切バス事業者が交付する運送引受書に手数料等の額の記載を義務付け、運送取引ごとの

手数料等の取引額を明確化。 

⇒「旅客自動車運送事業運輸規則第７条の２第１項の運送引受書の記載事項を定める告示」の

改正（本年５月施行予定） 

・貸切バス事業者が国に報告する事業報告書に手数料等の記載を義務付け、年間の手数料等

の取引額を明確化。 

⇒「旅客自動車運送事業等報告規則」の改正（2019 年度報告分から施行予定） 

 

 

 

 

 

 

 

国土交通省は、貸切バス事業者が旅行業者に対して、安全コストが阻害されている疑いのある

手数料等の支払いにより、適正な運賃を収受できない場合について、旅行業者と貸切バス事業者

との手数料等の調査体制の強化や取引の明確化により、旅行業界・バス業界における取引環境の

適正化に向けた対策を強化します。 


